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デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針の概要

基本的考え方
✓ 強⼒な総合調整機能（勧告権等）を有する組織
✓ 基本方針策定などの企画⽴案、国等の情報システムの統括・監理、重

要なシステムは自ら整備

デジタル庁（仮称）の業務
✓ 国の情報システム︓基本的な方針を策定。予算を一括計上することで、

統括・監理。重要なシステムは⾃ら整備・運⽤
✓ 地方共通のデジタル基盤︓全国規模のクラウド移⾏に向けた標準化・

共通化に関する企画と総合調整
✓ マイナンバー︓マイナンバー制度全般の企画⽴案を一元化、地方公共

団体情報システム機構（J-LIS）を国と地方が共同で管理
✓ ⺠間・準公共部⾨のデジタル化⽀援︓重点計画で具体化、準公共部

⾨の情報システム整備を統括・監理
✓ データ利活⽤︓ ID制度等の企画⽴案、ベース・レジストリ整備
✓ サイバーセキュリティの実現︓専門チームの設置、システム監査
✓ デジタル⼈材の確保︓国家公務員総合職試験にデジタル区分（仮
称）の創設を検討要請

デジタル庁（仮称）の組織
✓ 内閣直属。組織の⻑を内閣総理⼤⾂とし、⼤⾂、副⼤⾂、⼤⾂政務
官、特別職のデジタル監（仮称）、デジタル審議官（仮称）他を置く

✓ 各省の定員振替・新規増、非常勤採用により発⾜時は500⼈程度
✓ CTO（最高技術責任者）やCDO（最高データ責任者）等を置き、
官⺠問わず適材適所の⼈材配置

✓ 地方公共団体職員との対話の場「共創プラットフォーム」を設置
✓ 令和３年９⽉１⽇にデジタル庁（仮称）を発⾜

IT基本法施⾏後の状況の変化・法整備の必要性
✓ データの多様化・⼤容量化が進展し、その活用が不可⽋
✓ 新型コロナウイルス対応においてデジタル化の遅れ等が顕在化
⇒IT基本法の全⾯的な⾒直しを⾏い、デジタル社会の形
成に関する司令塔としてデジタル庁（仮称）を設置

どのような社会を実現するか
✓ 国⺠の幸福な⽣活の実現︓「⼈に優しいデジタル化」のため徹

底した国⺠⽬線でユーザーの体験価値を創出
✓ 「誰一⼈取り残さない」デジタル社会の実現︓アクセシビリティの
確保、格差の是正、国⺠への丁寧な説明

✓ 国際競争⼒の強化、持続的・健全な経済発展︓⺠間のDX推
進、多様なサービス・事業・就業機会の創出、規制の⾒直し

デジタル社会の形成に向けた取組事項
✓ ネットワークの整備・維持・充実、データ流通環境の整備
✓ ⾏政や公共分野におけるサービスの質の向上
✓ ⼈材の育成、教育・学習の振興
✓ 安心して参加できるデジタル社会の形成
役割分担
✓ ⺠間が主導的役割を担い、官はそのための環境整備を図る
✓ 国と地方が連携し情報システムの共同化・集約等を推進
国際的な協調と貢献、重点計画の策定
✓ データ流通に係る国際的なルール形成への主体的な参画、貢献
✓ デジタル社会形成のため、政府が「重点計画」を作成・公表

➢デジタルの活⽤により、一⼈ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会 ~誰一⼈取り残さない、⼈に優しいデジタル化~
➢デジタル社会形成の基本原則（①オープン・透明、②公平・倫理、③安全・安⼼、④継続・安定・強靱、⑤社会課題の解決、⑥迅速・柔軟、⑦包摂・

多様性、⑧浸透、⑨新たな価値の創造、⑩飛躍・国際貢献）
IT基本法の⾒直しの考え方 デジタル庁（仮称）設置の考え方
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デジタル改革関連法の全体像
✓ 流通するデータの多様化・⼤容量化が進展し、データの活用が不可⽋
✓ 悪用・乱用からの被害防止の重要性が増⼤

✓ 新型コロナウイルス対応においてデジタル化の遅れが顕在化
✓ 少子高齢化や自然災害などの社会的な課題解決のためにデータ活用が緊要

デジタル社会形成基本法 ※IT基本法は廃止
✓ 「デジタル社会」の形成による我が国経済の持続的かつ健全な発展と国⺠の幸福
な⽣活の実現等を⽬的とする

✓ デジタル社会の形成に関し、基本理念及び施策の策定に係る基本方針、国、地方
公共団体及び事業者の責務、デジタル庁の設置並びに重点計画の策定について
規定
〔IT基本法との相違点〕

• 高度情報通信ネットワーク社会→データ利活用により発展するデジタル社会
• ネットワークの充実＋国⺠の利便性向上を図るデータ利活用（基本理念・基本方針）
• デジタル庁の設置（IT本部は廃止）

⇒ デジタル社会を形成するための基本原則（10原則）の要素も取り込んだうえ
でデジタル社会の形成の基本的枠組みを明らかにし、これに基づき施策を推進

✓ 強⼒な総合調整機能（勧告権等）を有する組織。基本方針策
定などの企画⽴案、国等の情報システムの統括・監理、重要なシ
ステムは⾃ら整備

✓ 国の情報システム、地方共通のデジタル基盤、マイナンバー、デー
タ利活用等の業務を強⼒に推進

✓ 内閣直属の組織（⻑は内閣総理⼤⾂）。デジタル⼤⾂のほか、
特別職のデジタル監等を置く

⇒デジタル社会の形成に関する司令塔として、⾏政の縦割りを打破
し、⾏政サービスを抜本的に向上

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律
✓ 個⼈情報関係３法を１本の法
律に統合するとともに、地方公共
団体の制度についても全国的な
共通ルールを設定、所管を個情
委に一元化（個⼈情報保護法
改正等）

✓ 押印・書⾯⼿続の⾒直し（押
印・書面交付等を求める⼿続を
定める48法律を改正）

✓ 医師免許等の国家資格に関する事務へのマイ
ナンバーの利⽤の範囲の拡⼤（マイナンバー法
等改正）

✓ 郵便局での電⼦証明書の発⾏・更新等の可
能化（郵便局事務取扱法改正）

✓ 本⼈同意に基づく署名検証者への基本４情
報の提供、電⼦証明書のスマートフォンへの
搭載（公的個⼈認証法改正）

✓ 転入地への転出届に関する情報の事前通知
（住⺠基本台帳法改正）

✓ マイナンバーカードの発⾏・運営体制の抜本
的強化（マイナンバー法、J-LIS法改正）

⇒官⺠や地域の枠を超えたデータ利活用の推進、マイナンバーの情報連携促進、マイ
ナンバーカードの利便性の向上・普及促進及びオンライン⼿続の推進、押印等を求
める⼿続の⾒直し等による国⺠の⼿続負担の軽減等

公的給付の支給等の迅速かつ確
実な実施のための預貯⾦⼝座の

登録等に関する法律

デジタル庁設置法

✓ 希望者において、マイナポー
タルからの登録及び⾦融機
関窓⼝からの口座登録ができ
るようにする

✓ 緊急時の給付⾦や児童⼿当
などの公⾦給付に、登録した
口座の利⽤を可能とする

⇒ 国⺠にとって申請⼿続の
簡素化・給付の迅速化

預貯⾦者の意思に基づく個⼈番
号の利用による預貯⾦⼝座の管

理等に関する法律
✓ 本⼈の同意を前提とし、一度に
複数の預貯⾦⼝座への付番が
⾏える仕組みや、マイナポータル
からも登録できる仕組みを創設

✓ 相続時や災害時において、預貯
⾦⼝座の所在を国⺠が確認で
きる仕組みを創設

⇒ 国⺠にとって相続時や災害時の
⼿続負担の軽減等の実現

✓ 地方公共団体の基幹系情報システムについて、国が基準を策定し、
当該基準に適合したシステムの利用を求める法的枠組みを構築

⇒ 地方公共団体の⾏政運営の効率化・住⺠の利便性向上等

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律

（令和３年３月内閣官房IT総合戦略室等作成資料を一部加工）
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デジタル社会の形成が、我が国の国際競争⼒の強化及び国⺠の利便性の向上に資するとともに、急速な少子高齢化の進展への対
応その他の我が国が直⾯する課題を解決する上で極めて重要であることに鑑み、デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に
推進し、もって我が国経済の持続的かつ健全な発展と国⺠の幸福な⽣活の実現に寄与するため、デジタル社会の形成に関し、基本理
念及び施策の策定に係る基本方針、国、地方公共団体及び事業者の責務、デジタル庁の設置並びに重点計画の作成について定める。

デジタル社会形成基本法の概要

１．デジタル社会の定義
「デジタル社会」を、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて⾃由かつ安全に多様な情報⼜は知識を世界的規模で入
⼿し、共有し、⼜は発信するとともに、先端的な技術をはじめとする情報通信技術を用いて電磁的記録として記録された多様かつ⼤
量の情報を適正かつ効果的に活用することにより、あらゆる分野における創造的かつ活⼒ある発展が可能となる社会と定義する。

２．基本理念
デジタル社会の形成に関し、ゆとりと豊かさを実感できる国⺠⽣活の実現、国⺠が安全で安心して暮らせる社会の実現、利用の機会
等の格差の是正、個⼈及び法⼈の権利利益の保護等の基本理念を規定する。

３．国、地方公共団体及び事業者の責務
デジタル社会の形成に関し、国、地方公共団体及び事業者の責務等を規定する。

４．施策の策定に係る基本方針
デジタル社会の形成に関する施策の策定に当たっては、多様な主体による情報の円滑な流通の確保（データの標準化等）、アクセシビリ
ティの確保、⼈材の育成、⽣産性や国⺠⽣活の利便性の向上、国⺠による国及び地方公共団体が保有する情報の活用、公的基礎情
報データベース（ベース・レジストリ）の整備、サイバーセキュリティの確保、個⼈情報の保護等のために必要な措置が講じられるべき旨を規
定する。

５．デジタル庁の設置等
別に法律で定めるところにより内閣にデジタル庁を設置し、政府がデジタル社会の形成に関する重点計画を作成する。

６．高度情報通信ネットワーク社会形成基本法の廃止等
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（IT基本法）を廃止するほか、関係法律の規定の整備を⾏う。

７．施⾏期⽇
令和３年９⽉１⽇

趣旨趣旨

概要概要
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基本理念
（デジタル社会の形成についての基本理念）

施策の策定に係る基本方針
（デジタル社会の形成に必要な施策の基本事項）

 全ての国⺠が情報通信技術の恵沢を享受で
きる社会の実現 3条

 地理的な制約、年齢、⾝体的な条件、経済
的な状況等の要因に基づく機会の格差の是
正 8条

 世界最高水準の情報通信ネットワークの形成 21条
• 多様な主体による情報の円滑な流通の確保 22条

（情報交換システムの整備、データの標準化、外部連携機能の整備等）

• アクセシビリティの確保 23条
• リテラシー向上のための教育及び学習の振興 24条
• デジタル社会の発展を担う⼈材の育成 25条

 経済構造改⾰の推進、産業国際競争⼒の
強化 4条

 ゆとりと豊かさを実感できる国⺠⽣活の実現 5条
 活⼒ある地域社会の実現 6条

• 経済活動の促進（規制の見直し、情報の活用に関する取引の円滑化のための環境整備）26条
• ネットワーク・情報の利活⽤による企業経営の高度化・⽣産性の向上 27条
• 国⺠⽣活の利便性の向上（多様なサービスの開発・提供の促進、テレワークの推進等） 28条

 ⾏政と⺠間との役割分担 9条
(民間が主導的役割を担い、行政は環境整備を
中心とした施策を実施する)

• ⾏政の情報システムの共同化・集約（地方公共団体によるクラウド利用のための

国による環境整備等） 29条
• ⾏政における個⼈番号の利⽤範囲の拡⼤ 29条
• 国⺠による⾏政が保有する情報の活⽤（オープンデータの推進） 30条
• 公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）の整備 31条
• 公共分野におけるサービスの多様化及び質の向上 32条

 国⺠が安全で安⼼して暮らせる社会の実現 7条
 個⼈及び法⼈の権利利益の保護等 10条
 情報通信技術の進展への対応 11条

• サイバーセキュリティの確保、情報通信ネットワークの災害対策、個⼈情報の保護
等 33条

• 国際的な協調・貢献（信頼性のある自由なデータ流通の確保(DFFT)等） 34条
• 情報通信技術の研究開発及び実証の推進 35条

デジタル社会形成基本法における「基本理念」と「施策の策定に係る基本方針」の概要

-4-



デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するため、デジタル社会の形成に関する内閣の事務を内閣官房と共に助け
るとともに、デジタル社会の形成に関する⾏政事務の迅速かつ重点的な遂⾏を図ることを任務とするデジタル庁を設置することとし、その
所掌事務及び組織に関する事項を定める。

デジタル庁設置法の概要

１．内閣にデジタル庁を設置
２．デジタル庁の所掌事務
⑴ 内閣補助事務
・デジタル社会の形成のための施策に関する基本的な方針に関する企画⽴案・総合調整
⑵ 分担管理事務
・デジタル社会の形成に関する重点計画の作成及び推進
・個⼈を識別する番号に関する総合的・基本的な政策の企画⽴案等
・マイナンバー・マイナンバーカード・法⼈番号の利⽤に関すること並びに情報提供ネットワークシステムの設置及び管理
・情報通信技術を利⽤した本⼈確認に関する総合的・基本的な政策の企画⽴案等
・商業登記電⼦証明（情報通信技術を利⽤した本⼈確認の観点から⾏うもの）、電⼦署名、公的個⼈認証（検証者に関するこ
と）、電⼦委任状に関する事務

・データの標準化、外部連携機能、公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）に係る総合的・基本的な政策の企画⽴案等
・国・地方公共団体・準公共部⾨の⺠間事業者の情報システムの整備・管理に関する基本的な方針の作成及び推進
・国が⾏う情報システムの整備・管理に関する事業の統括監理、予算の一括計上及び当該事業の全部または一部を⾃ら執⾏すること

３．デジタル庁の組織
⑴ デジタル庁の⻑及び主任の⼤⾂は内閣総理⼤⾂。
⑵ 内閣総理⼤⾂を助け、デジタル庁の事務を統括するデジタル⼤⾂を置き、２⑴の事務を円滑に遂⾏するため、関係⾏政機関の⻑
に対する勧告権等を規定。

⑶ 副⼤⾂一⼈及び⼤⾂政務官一⼈に加え、デジタル⼤⾂に進⾔等を⾏い、かつ、庁務を整理し、各部局等の事務を監督する内閣
任免の特別職として、デジタル監を置く。

⑷ 全国務⼤臣等を議員とする、デジタル社会の形成のための施策の実施の推進等をつかさどるデジタル社会推進会議を設置。

趣旨趣旨

概要概要

４．施⾏期⽇等
⑴ 施⾏期⽇︓令和３年９⽉１⽇
⑵ 一定期間後の⾒直し、関係法律の改正について規定。
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デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の概要
趣旨

デジタル社会形成基本法に基づきデジタル社会の形成に関する施策を実施するため、個⼈情報の保護に関する法律、⾏政⼿続に
おける特定の個⼈を識別するための番号の利⽤等に関する法律等の関係法律について所要の整備を⾏う。

概要
個⼈情報保護制度の⾒直し（個⼈情報保護法の改正等）

① 個⼈情報保護法、⾏政機関個⼈情報保護法、独⽴⾏政法⼈等個⼈情報保護法の3本の法律を1本の法律に統合するとともに、地方公共団体の個⼈
情報保護制度についても統合後の法律において全国的な共通ルールを規定し、全体の所管を個⼈情報保護委員会に一元化。

② 医療分野・学術分野の規制を統一するため、国公⽴の病院、⼤学等には原則として⺠間の病院、⼤学等と同等の規律を適⽤。
③ 学術研究分野を含めたGDPR（EU一般データ保護規則）の⼗分性認定への対応を⽬指し、学術研究に係る適⽤除外規定について、一律の適⽤除外

ではなく、義務ごとの例外規定として精緻化。
④ 個⼈情報の定義等を国・⺠間・地方で統一するとともに、⾏政機関等での匿名加⼯情報の取扱いに関する規律を明確化。
施⾏⽇︓公布から１年以内（地方公共団体関係は公布から２年以内）
マイナンバーを活用した情報連携の拡⼤等による⾏政⼿続の効率化（マイナンバー法等の改正）

① 国家資格に関する事務等におけるマイナンバーの利⽤及び情報連携を可能とする。
② 従業員本⼈の同意があった場合における転職時等の使⽤者間での特定個⼈情報の提供を可能とする。
施⾏⽇︓公布⽇（①のうち国家資格関係事務以外(健康増進事業、高等学校等就学⽀援⾦、知的障害者など)）、公布から４年以内（①のうち国家資格関係事務
関連）、令和３年９⽉１⽇（②）

マイナンバーカードの利便性の抜本的向上、発⾏・運営体制の抜本的強化（郵便局事務取扱法、公的個⼈認証法、住⺠基本台帳法、マイナンバー法、J-LIS法等の改正）
＜マイナンバーカードの利便性の抜本的向上＞

① 住所地市区町村が指定した郵便局において、公的個⼈認証サービスの電⼦証明書の発⾏・更新等を可能とする。
② 公的個⼈認証サービスにおいて、本⼈同意に基づき、基本４情報（⽒名、⽣年⽉⽇、性別及び住所）の提供を可能とする。
③ マイナンバーカード所持者について、電⼦証明書のスマートフォン（移動端末設備）への搭載を可能とする。
④ マイナンバーカード所持者の転出届に関する情報を、転入地に事前通知する制度を設ける。 等
施⾏⽇︓公布⽇（①）、公布から２年以内（①以外）

＜マイナンバーカードの発⾏・運営体制の抜本的強化＞
① 地方公共団体情報システム機構（J-LIS）による個⼈番号カード関係事務について、国による⽬標設定、計画認可、財源措置等の規定を整備。
② J-LISの代表者会議の委員に国の選定した者を追加するとともに、理事⻑及び監事の任免に国の認可を必要とする等、国によるガバナンスを強化。
③ 電⼦証明書の発⾏に係る市町村の事務を法定受託事務化。 等
施⾏⽇︓令和３年９⽉１⽇

押印・書⾯の交付等を求める⼿続の⾒直し（48法律の改正）
○ 押印を求める各種⼿続についてその押印を不要とするとともに、書面の交付等を求める⼿続について電磁的方法により⾏うことを可能とする。
施⾏⽇︓令和３年９⽉１⽇（施⾏までに一定の準備期間が必要なものを除く。）

-6-



-7-



-8-



地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の概要

国⺠が⾏政⼿続において情報通信技術の便益を享受できる環境を整備するとともに、情報通信技術の効果的な活⽤により持続可
能な⾏政運営を確⽴することが国及び地方公共団体の喫緊の課題であることに鑑み、地方公共団体情報システムの標準化について、
基本方針及び地方公共団体情報システムに必要とされる機能等についての基準の策定その他の地方公共団体情報システムの標準化
を推進するために必要な事項を定める。

趣旨

概要
①情報システムの標準化の対象範囲
・ 各地方公共団体における事務の処理の内容の共通性、住⺠の

利便性の向上及び地方公共団体の⾏政運営の効率化の観点
から、標準化の対象となる事務を政令で特定

※ 児童⼿当、住⺠基本台帳、選挙⼈名簿管理、固定資産税、個⼈住⺠税、法⼈住⺠税、
軽⾃動⾞税、就学、国⺠健康保険、国⺠年⾦、障害者福祉、後期高齢者医療、
介護保険、⽣活保護、健康管理、児童扶養⼿当、⼦ども・⼦育て⽀援

② 国による基本方針の作成
・ 政府は、地方公共団体の情報システムの標準化の推進につい

て、基本方針を作成
・ 内閣総理⼤臣、総務⼤臣及び所管⼤臣が、関係⾏政機関の

⻑に協議、知事会・市⻑会・町村会等から意⾒聴取の上、方
針案を作成

③ 情報システムの基準の策定
・ 所管⼤臣は、①の事務の処理に利⽤する情報システムの標準

化のための基準（省令）を策定
・内閣総理⼤臣及び総務⼤臣は、データ連携、サイバーセキュリティ、

クラウド利⽤等各情報システムに共通の事項の基準（省令）を
策定

・ 策定時に地方公共団体等の意⾒反映のための措置を実施

④ 基準に適合した情報システムの利用
・ 地方公共団体が①の事務の処理に利⽤する情報システム

は、③の省令で定める期間内に基準に適合することが必要
・ ①の事務と一体的に処理することが効率的である場合に、

基準に適合する情報システムの機能等について、①の事務
以外の事務を処理するために必要な最⼩限度の追加等が
可能

⑤ その他の措置
・ 地方公共団体は、国による全国的なクラウド活⽤の環境

整備の状況を踏まえつつ、当該環境においてクラウドを活⽤
して情報システムを利⽤するよう努める。

・ 国は、標準化のために必要な財政措置を講ずるよう努める
とともに、地方公共団体が基準への適合を判断するための
⽀援等を実施

⑥施⾏期⽇
・ 令和３年９⽉１⽇
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Ⅳ マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤の抜本的な改善に向けて － ⼯程表 －

デジタル・ガバメント実⾏計画（令和２年12⽉25⽇閣議決定）
別添１ マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤の抜本的な改善に向けて（国・地方デジタル化指針）（抜粋）
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デジタル庁の目指すべきデジタル社会のビジョン

目指すべきデジタル社会のビジョン

デジタルの活用により、一⼈一⼈のニーズに合ったサービスを
選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会
〜誰一⼈取り残さない、⼈に優しいデジタル化〜

ライフイベントに係る⼿続の
自動化・ワンストップ化

データ資源を活用して、一⼈
一⼈に合ったサービスを

いつでもどこでも自らの選択
で社会に参画

官⺠の提供するライフイベントに係る⼿
続やサービスについて、スマホでワンス
トップで⾏うことができる。
出⽣、就学、⼦育て、介護などのライフ
ステージに合わせて必要となる⼿続に
ついて、時間軸に沿った最適なタイミ
ングでプッシュ型の通知が受けられる

散在する健診情報、既往症、薬歴、
⽇々のバイタル情報等の安全・安⼼な
連携・活⽤により、いつでもどこでも、一
⼈一⼈の状況に合った健康・医療・
福祉サービスが受けられる。
リアルタイムの移動ニーズ、鉄道・バスの
運⾏状況、カーシェアの空き状況等の
連携により、ストレスなく移動できる。

⼦育てや介護に適した豊かな⾃然環
境に恵まれた場所に暮らしながら、通
勤することなくデジタル空間で仕事がで
きる。
⾃宅に居ながら、世界中の優れた教
育機関の教育プログラムの受講や、文
化・芸術コンテンツを体感・創作・発信
することができる。

デジタル庁（準備中）ホームページから作成
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デジタル社会形成における10原則
デジタル庁では、以下の10原則を⽇本のデジタル社会形成の⼤方針とします。

デジタル庁（準備中）ホームページから作成

〇 標準化や情報公開により官⺠の連携を推進
〇 個⼈認証、ベース・レジストリ等のデータ共通基盤の⺠間利⽤を推進
〇 AI等の活⽤と透明性確保の両⽴
〇 国⺠への説明責任を果たす

〇 データのバイアス等による不公平な取扱いを起こさない
〇 個⼈が⾃分の情報を主体的にコントロール

〇 デジタルで⽣涯安全・安⼼して暮らせる社会の構築
〇 サイバーセキュリティ対策で安全性を強化
〇 デジタルの善⽤を進め、個⼈情報保護や不正利⽤防止で、デジタル利

⽤の不安低減

〇 社会の活⼒の維持・向上
〇 環境との共⽣を通じたサステナビリティ確保
〇 機器故障、事故等のリスクに備えた冗⻑性確保
〇 分散と成⻑の両⽴によるレジリエンスの強化

〇 デジタル社会に向けて、制度・ルール等の再構築、国・地方・⺠間 の連
携強化・コスト低減により、成⻑のための基盤整備

〇 公共施設のネットワーク整備やマイナンバーカード等の活⽤による災 害
や感染症に強い社会の構築

〇 デジタル⼈材の育成及び官⺠・地域横断的な活躍促進

〇 「⼩さく産んで⼤きく育てる」、デジタルならではのスピード化の実現
〇 社会状況やニーズの変化に柔軟に対応できるシステム
〇 アジャイル発想を活⽤し、費⽤を抑えつつ高い成果を実現
〇 構想・設計段階から重要な価値を考慮しアーキテクチャに組み込む

〇 アクセシビリティの確保、情報通信インフラの充実
〇 高齢・障害・病気・育児・介護と社会参加の両⽴
〇 多様な価値観やライフスタイルへの対応

〇 官⺠のデータ資源を最⼤限に活⽤
〇 利⽤者視点で付加価値を創出するイノベーションの促進により経済や

文化を成⻑させる

〇 国⺠に「お得」なデジタル化でデジタル利⽤率向上
〇 デジタルを使う側・提供する側双方への教育で、「わかりやすい」「楽し

い」デジタル化を⽬指す
〇 国⺠にデジタルの成果を実感してもらい、置いてけぼりを作らない

〇 国⺠が圧倒的便利さを実感するデジタル化の実現
〇 デジタル化が進んでいない分野こそ、デジタル3原則（※）の 貫徹で一

気にレベルを引き上げ、多様性のある社会を形成
〇 デジタルの活⽤により地方が独⾃の魅⼒を発揮
〇 ⾃由や信頼を⼤切にするデータ・デジタル政策で世界をリード
（※）デジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッドワンストップ

１ オープン・透明 ２ 公平・倫理

３ 安全・安心 4 継続・安定・強靭

５ 社会課題の解決 ６ 迅速・柔軟

７ 包摂・多様性 ８ 浸透

９ 新たな価値の創造 10 飛躍・国際貢献
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